
 

 

第１号様式（日本産業規格Ａ列４番） 

 

移動等円滑化取組計画書 

 

  

                 令和 8年 6月 23日 

 

  

  

住  所 鹿児島市山下町 9番 5号 

事業者名 鹿児島交通株式会社 

代表者名 代表取締役 岩崎 芳太郎 

 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の４の規定に基づき、次

のとおり提出します。 

 

Ⅰ 現状の課題及び中期的な対応方針 

・車両に関する事項 

令和 8年 3月末時点でのノンステップバス比率は乗合バス全車両に対し、17.7％と

昨年の 18.6％から減少しているという結果になっている。ノンステップバスの導入

も進めてはいるものの、同バスの 

 

中古車が出回らなくなっており、ワンステップバスの購入が多くなっているのが現

状であるが、今後もノンステップバスの購入を継続する。 

・バス利用者支援、乗務員の教育に関する事項 

ノンステップバスの運行路線や運行時間帯を利用者に対して情報提供を行う。ま

た、乗降時および乗車中における利用者の支援や、乗務員への乗客対応や安全で安

心な乗降が行える様に設置器具の使用方法などの指導教育を継続して行う。 

 

Ⅱ 移動等円滑化に関する措置 

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置 

対象となる旅客施

設及び車両等 

計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

ノンステップバス 

 

導入台数については具体的な台数は未定だが適合車両に占める

割合が 20％に満たない為、今後も優先的に導入を行う。 

 

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項

の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

乗務員の研修 ノンステップバスにおける車椅子の取り扱い方法の研修を行い、



 

 利用客が安全かつ安心して利用できるように訓練をする。 

 

 

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい

ての介助、旅客施設における誘導その他の支援 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

運行および支援に

ついて 

 

ノンステップバスの運行時間帯や路線について、利用者への情報

提供を本社および営業所にて行える様に社内にて情報共有を行

い、高齢者および障害者がバス利用をスムーズに行えるように乗

務員への指導教育を引き続き行う。 

  

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

情報提供 

 

 

ノンステップバスの運行時間帯や路線について、利用者への情報

提供を本社および営業所にて行える様に社内にて情報共有を行

うと同時に、利用者からの要望、現状にあわせた車両配置を極力

行うようにする。 

 

 ⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

乗務員および職員

指導 

 

高齢者や障害者に対する接遇を含め、ノンステップバス搭載の器

具取扱いおよび使用方法の教育を乗務員および営業所職員やバ

ス事業に係る職員についても引き続き行うようにする。 

 

 ⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適

正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動 

対  策 
計 画 内 容 

（計画対象期間及び事業の主な内容） 

啓発活動 

 

車内アナウンスや車内チラシ等で利用客に車内における優先席

や座席の譲り合いマナーの啓発を行う。 

 

Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置 

・車椅子などの利用者が利用する停留所においては、円滑な乗車が行える様に乗務員

への情報共有と教育を引き続き行う。 

・利用者からの意見は本社、営業所にて共有し問題点の解決に役立てる。 

 

 

 

 



 

 

 

 

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容 

対象となる旅客施設

及び車両等又は対策 
変 更 内 容 理  由 

情報提供 

 

ノンステップバスの運行時間帯や

路線について、利用者への情報発

信をホームページにて発信出来る

ようにする。 

気軽に確認することが出来

ることにより、利用者の利

便性を図る。 

 

Ⅴ 計画書の公表方法 

ホームページにて公表 

 

 

 

  

Ⅵ その他計画に関連する事項 

 

 

 

  

 

  注１ Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較して記入すること。なお、該当する対策が複

数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。 

   ２ Ⅴには、本計画書の公表方法（インターネットの利用等）について記入するこ

と。 

３ Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画（事業者全体に関連するプロジ

ェクト、経営計画等）がある場合には、必要に応じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。 

 


